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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第５期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第４期

会計期間

自平成21年
３月１日
至平成21年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成21年
３月１日
至平成22年
２月28日

営業収益（百万円） 113,996 108,887 422,805

経常利益（百万円） 4,912 4,313 12,037

四半期（当期）純利益（百万円） 2,938 2,354 1,539

純資産額（百万円） 137,281 135,892 134,664

総資産額（百万円） 311,203 308,388 308,073

１株当たり純資産額（円） 884.79 875.39 867.53

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 19.07 15.28 9.99

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） － － －

自己資本比率（％） 43.8 43.7 43.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,128 △8,111 22,730

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,691 △2,264 △16,923

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,641 3,296 △751

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 26,211 20,390 27,470

従業員数（人） 5,225 5,063 5,088

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．営業収益の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動は「３　関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったＤＣＭジャパン㈱は、平成22年３月１日付けで当社に吸収

合併されております。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 5,063(8,667)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 155     

（注）従業員数が当第１四半期会計期間において83名増加しましたのは、連結子会社であったＤＣＭジャパン㈱を吸収合

併したことによるものであります。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、ホームセンター事業を主たる業務としているため、生産及び受

注の状況は記載しておりません。

(1）仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

　

ホームセンター事業
  

園芸・エクステリア 15,711 97.0

ホームインプルーブメント 10,963 99.2

ホームレジャー・ペット 13,465 96.1

ハウスキーピング 22,771 98.9

ホームファニシング 5,520 92.5

ホームエレクトロニクス 7,114 114.2

その他 3,291 134.1

ホームセンター事業計 78,836 99.9

その他の事業 764 107.9

合計 79,601 99.9

（注）　１．記載金額には消費税等は含まれておりません。

２．ホームセンター事業の部門別の主な取扱商品は、次のとおりであります。

部門 取扱商品

園芸・エクステリア 園芸用品、大型機械、農業・業務資材、植物、エクステリア、屋外資材他

ホームインプルーブメント 作業用品、金物、工具、塗料、補修、木材、建築資材他

ホームレジャー・ペット カー用品、スポーツ、玩具、自転車、レジャー、ペット用品他

ハウスキーピング
日用消耗品、文具、ダイニング・キッチン、バス・トイレタリー、

ヘルスケア・ビューティケア、食品他

ホームファニシング インテリア、寝具、家具収納他

ホームエレクトロニクス 家庭電器、冷暖房、住宅設備、電材・照明、ＡＶ情報機器他

その他 テナント植物、テナントペット、灯油、工事費、サービス料他
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(2）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の事業部門別販売実績を示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

ホームセンター事業   

園芸・エクステリア 21,026 91.4

ホームインプルーブメント 17,534 96.3

ホームレジャー・ペット 17,548 94.2

ハウスキーピング 28,309 95.0

ホームファニシング 8,522 89.8

ホームエレクトロニクス 10,043 105.1

その他 3,900 111.5

ホームセンター事業計 106,886 95.3

その他の事業 825 105.6

合計 107,711 95.3

（注）記載金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1） 業績の状況　

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外市場の回復を受け輸出製造業を中心に一部の業種において

は、売上高の回復と経費の圧縮により業績の改善が見られるものの、新たに起きた欧州における金融不安などもあり、

景気の先行きには予断を許さない状況が続いております。

　個人消費については、エコカー減税や家電エコポイントの延長はあるものの、厳しい雇用環境などから個人所得の伸

びも見られず、依然として弱い状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループにおいては新規出店につきましては３店舗（カーマ１店舗、ダイキ２店舗）の

出店を実施し、改装につきましては11店舗を実施いたしました。これらの結果、当第１四半期連結会計期間末日現在の

店舗数は502店舗となりました。

　これらの結果、当第１四半期連結会計期間における営業収益は1,088億８千７百万円（前年同期比95.5％）、営業利

益は42億７千３百万円（前年同期比88.4％）、経常利益は43億１千３百万円（前年同期比87.8％）、四半期純利益は

23億５千４百万円（前年同期比80.2％）となりました。

　なお、当社の完全子会社で、グループの商品仕入機能を担っていたＤＣＭジャパン株式会社について、平成22年３月

１日付けで吸収合併いたしました。さらに当社は、設立して３年が経過したことを契機に、当社グループ会社の関係を

より強固なものにし、また、社内外に対して起業精神である「ＤＣＭ」（デマンド・チェーン・マネジメント）をよ

り強くアピールするために、平成22年５月27日開催の定時株主総会の承認を受け、平成22年６月１日をもって、商号を

「ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社」から「ＤＣＭホールディングス株式会社」へと変更いたしまし

た。

  

(2）主要商品部門別の状況

①　園芸・エクステリア部門

　春先の低温や天候不順により季節商品の販売動向に遅れが発生しましたが、５月からは販売を拡大していた家庭

菜園関連（野菜苗・種子・用土・プランタ・支柱・耕運機など）を中心に順調に推移しております。また、除草・

防草用品では、除草剤の他に防草シートや防草砂などが伸長しました。その結果、売上高は210億２千６百万円とな

りました。

②　ホームインプルーブメント部門

　建築土木資材、塗料、ＤＩＹなどの屋外用品は春先の天候不順の影響はありましたが、５月の好天にともない、塗料

補修用品では養生用品、金物部門ではねじ・釘・水道用品・フック・安全用品が伸長しました。工具部門では販促

強化に取り組んだ高圧洗浄機が好調に推移しました。作業用品では、天候不順の影響で合羽・ヤッケが好調に推移、

また、サンダル関連はタウンサンダル等の売場拡大により大幅に伸長しました。その結果、売上高は175億３千４百

万円となりました。

③　ホームレジャー・ペット部門

　カー用品は新車販売増加に伴い、ポータブルナビゲーションを主力に電装品やロングドライブ関連商品の売上が

昨年を大きく上回りました。スポーツ用品は健康意識の高まりから美脚トレーニング器具が伸長しました。自転車

は商品構成の変更により取扱い種類を増やしたクロスバイクや子供車が伸長しました。ペットは、犬猫の飼育頭数

減少と商品単価の下落によりペットフード全体は停滞しましたが、ペットの小型化、室内化、高齢化にあわせて機能

別プレミアムフードの販売拡大に努めました。その結果、売上高は175億４千８百万円となりました。

④　ハウスキーピング部門

　日用消耗品の紙・洗剤は市場単価下落の影響が大きく、新生活関連商品の洗濯・トイレ・風呂用品なども低価格

品に販売が集中したため売上高が伸び悩みました。季節品商品においては、殺虫剤・防虫剤・梅酒関連商品・行楽

用品などが天候の不順により販売動向に遅れが発生しました。健康志向の高まりとともに家庭用の蒸し鍋や、節約

・エコ志向による携帯用マグボトルなどが好調に推移しました。その結果、売上高は283億９百万円となりました。
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⑤　ホームファニシング部門

　インテリア・寝具関連は、気温の上昇が遅れたため、初夏の主力となるい草・すだれなど、季節商品の販売動向が

鈍い中、昨年度より取扱いを拡大した快眠用の寝具・ベッド関連商品は伸長しました。家具収納では、チェスト・Ｔ

Ｖ台などの木製家具やパソコンデスクなどは順調に推移しましたが、プラスチック収納は単価下落による影響で売

上高が伸び悩みました。その結果、売上高は85億２千２百万円となりました。

⑥　ホームエレクトロニクス部門

　新生活関連商品では、ガステーブル・電子レンジ・炊飯ジャーなどの調理家電が販促活動の強化により好調に推

移しました。季節商品においては、扇風機などの夏物家電が展開当初の天候不順の影響を受けて販売数が伸び悩ん

でおります。アンテナパーツ類は地上波デジタル放送への移行の影響もあり、順調に推移しました。また、省エネ関

連商品のＬＥＤ電球についても、堅調に推移しました。その結果、売上高は100億４千３百万円となりました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前四半期純利益40億５千２百万円、減価償却費21億３千９

百万円、たな卸資産の増加額42億６千４百万円、仕入債務の減少額23億７千万円、法人税等の支払額35億９千６百万

円などにより、81億１千１百万円の支出（前年同期は111億２千８百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、新規出店などの有形固定資産の取得による支出17億９千７百万円、新

統合システム導入計画の推進によるソフトウエアなどの無形固定資産の取得による支出５億８千９百万円、敷金及

び保証金の回収による収入５億４千２百万円および差入による支出８億６千万円などにより、22億６千４百万円の

支出（前年同期は46億９千１百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、短期借入金の増加額94億円、長期借入金の返済による支出48億８千万

円、配当金の支払額11億５千６百万円などにより、32億９千６百万円の収入（前年同期は26億４千１百万円の支

出）となりました。 

　これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末に比べ70億７千９百

万円減少し、203億９千万円となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　 

(5）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したも

のは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）
事業部門の名称 設備の内容 完成年月

金額

（百万円）

完成後の売場面

積（㎡）

㈱カーマ
七尾店

（石川県七尾市）
ホームセンター事業 営業施設 平成22年３月 556 4,995

ダイキ㈱
黒崎店

（北九州市八幡西区）
ホームセンター事業 営業施設 平成22年４月 4,290 6,534

ダイキ㈱
伊予小松店

（愛媛県西条市）
ホームセンター事業 営業施設 平成22年４月 115 999
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株)
（平成22年５月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 159,439,199 159,439,199
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 159,439,199 159,439,199 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成22年３月１日～

平成22年５月31日
－ 159,439 － 10,000 － 118,787

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年２月28日）に基づく株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　 5,349,100 － －

 完全議決権株式（その他）  普通株式 153,616,800  1,536,168 －

 単元未満株式  普通株式　　 473,299 － －

 発行済株式総数  　　　　 159,439,199 － －

 総株主の議決権 －  1,536,168 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

  

②【自己株式等】

 平成22年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ

ホールディングス㈱ 

東京都品川区南大井

六丁目16番16号
5,349,100 － 5,349,100 3.35

計 － 5,349,100 － 5,349,100 3.35

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は5,349,382株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
３月

４月 ５月

最高（円） 540 651 629

最低（円） 500 532 500

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年

５月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,928 28,072

受取手形及び売掛金 4,706 2,693

リース投資資産（純額） 598 598

商品 69,597 65,335

繰延税金資産 1,879 2,142

その他 7,378 5,869

貸倒引当金 △12 △8

流動資産合計 105,076 104,703

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 145,107 143,318

減価償却累計額 △81,819 △80,654

建物及び構築物（純額） 63,288 62,664

土地 64,542 64,421

リース資産 1,428 1,428

減価償却累計額 △75 △58

リース資産（純額） 1,352 1,369

建設仮勘定 521 1,665

その他 17,038 16,520

減価償却累計額 △11,896 △11,444

その他（純額） 5,141 5,075

有形固定資産合計 134,846 135,197

無形固定資産

のれん ※1
 255

※1
 289

借地権 5,805 5,769

ソフトウエア 4,778 4,533

その他 211 212

無形固定資産合計 11,050 10,805

投資その他の資産

投資有価証券 7,271 7,332

敷金及び保証金 43,697 43,365

繰延税金資産 2,127 2,220

長期前払費用 2,730 2,829

その他 1,932 1,963

貸倒引当金 △344 △343

投資その他の資産合計 57,415 57,367

固定資産合計 203,311 203,370

資産合計 308,388 308,073
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 56,213 58,698

1年内償還予定の社債 － 30

短期借入金 29,000 19,600

1年内返済予定の長期借入金 17,701 18,302

リース債務 15 13

未払法人税等 1,500 3,891

繰延税金負債 0 －

賞与引当金 3,094 2,146

ポイント引当金 783 －

その他 9,455 11,463

流動負債合計 117,764 114,147

固定負債

長期借入金 42,576 46,856

リース債務 1,600 1,606

繰延税金負債 238 238

再評価に係る繰延税金負債 250 250

退職給付引当金 741 735

役員退職慰労引当金 155 211

長期預り金 6,151 6,072

その他 3,015 3,291

固定負債合計 54,730 59,261

負債合計 172,495 173,408

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 41,603 41,603

利益剰余金 89,815 88,616

自己株式 △5,088 △5,088

株主資本合計 136,330 135,131

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 498 488

繰延ヘッジ損益 0 △1

土地再評価差額金 △1,940 △1,940

評価・換算差額等合計 △1,442 △1,453

少数株主持分 1,004 986

純資産合計 135,892 134,664

負債純資産合計 308,388 308,073
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 112,979 107,711

売上原価 78,737 75,327

売上総利益 34,241 32,384

営業収入

不動産賃貸収入 1,017 1,176

営業総利益 35,258 33,560

販売費及び一般管理費 ※1
 30,426

※1
 29,287

営業利益 4,832 4,273

営業外収益

受取利息 95 70

受取配当金 65 69

その他 193 157

営業外収益合計 354 297

営業外費用

支払利息 203 230

デリバティブ評価損 60 －

その他 11 27

営業外費用合計 275 257

経常利益 4,912 4,313

特別利益

固定資産売却益 10 0

投資有価証券売却益 － 39

保険解約返戻金 2 －

その他 0 0

特別利益合計 13 40

特別損失

固定資産除売却損 38 19

減損損失 － 4

店舗閉鎖損失 － 112

出店計画中止損 30 109

その他 28 57

特別損失合計 96 302

税金等調整前四半期純利益 4,829 4,052

法人税、住民税及び事業税 2,076 1,324

法人税等調整額 △220 347

法人税等合計 1,855 1,672

少数株主利益 35 24

四半期純利益 2,938 2,354
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,829 4,052

減価償却費 1,892 2,139

減損損失 － 4

のれん償却額 59 34

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,553 947

受取利息及び受取配当金 △161 △140

支払利息 203 230

固定資産除売却損益（△は益） 27 19

売上債権の増減額（△は増加） △1,887 △2,012

たな卸資産の増減額（△は増加） △894 △4,264

仕入債務の増減額（△は減少） 5,713 △2,370

その他 1,188 △3,017

小計 12,523 △4,378

利息及び配当金の受取額 129 87

利息の支払額 △235 △223

法人税等の支払額 △1,288 △3,596

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,128 △8,111

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,133 △1,797

有形固定資産の売却による収入 57 0

無形固定資産の取得による支出 △612 △589

敷金及び保証金の差入による支出 △1,209 △860

敷金及び保証金の回収による収入 546 542

投資有価証券の売却による収入 2 89

貸付金の回収による収入 41 40

その他 616 309

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,691 △2,264

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,400 9,400

長期借入れによる収入 7,000 －

長期借入金の返済による支出 △10,824 △4,880

割賦債務の返済による支出 △20 △24

配当金の支払額 △1,163 △1,156

その他 △32 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,641 3,296

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,796 △7,079

現金及び現金同等物の期首残高 22,415 27,470

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 26,211

※1
 20,390
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更　 （1）連結の範囲の変更

　当社の連結子会社であったＤＣＭジャパン㈱は、平成22年３月１日付けで当

社が吸収合併しております。 

（2）変更後の連結子会社の数

 ６社

２．会計処理基準に関する事項の変更　 ポイント引当金

　顧客に付与したポイントの使用による値引発生に備えるため、将来使用され

ると見込まれる額を計上しております。

　ポイント引当金は、従来、負債及び純資産の合計額に対する重要性が低かっ

たため、流動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当第１四半期

連結会計期間より本来の表示科目である「ポイント引当金」として表示する

こととしました。なお、前第１四半期連結会計期間の流動負債の「その他」に

含まれる「ポイント引当金」は717百万円であります。

　また、損益計算書上は、従来、費用負担額を販売費及び一般管理費として計上

しておりましたが、実態としては売上値引としての性格が認められることか

ら、当第１四半期連結会計期間より売上値引として売上高から控除する方法

に変更しております。これにより、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益及び営業総利益は177百万円減少しておりますが、営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」

は、特別利益の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第１四

半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「投資有価証券売却益」は０百万円であります。

２．前第１四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「店舗閉鎖損失」は、特別

損失の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第１四半期連結

累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「店舗閉鎖損失」は15百万円であります。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

　記載すべき事項はありません。

 
 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成22年２月28日）

※１　のれんは相殺後の純額で表示しております。その内

訳は次のとおりであります。

のれん  542百万円

負ののれん △286

 

　２　保証債務

　連結会社以外の下記会社に対し、以下の債務保証を

行っております。

金融機関からの借入れ等に対する保証債務

ダイキ・ファンディング・

コーポレーション
 842百万円

荒尾シティプラン㈱ 766

㈱カーヤ 30

　計 1,638

 

※１　のれんは相殺後の純額で表示しております。その内

訳は次のとおりであります。

のれん  612百万円

負ののれん △322

 

　２　保証債務

　連結会社以外の下記会社に対し、以下の債務保証を

行っております。

金融機関からの借入れ等に対する保証債務

ダイキ・ファンディング・

コーポレーション
 1,124百万円

荒尾シティプラン㈱ 824

㈱カーヤ 33

　計 1,982

  

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賃金・給料・手当他  8,480百万円

賞与引当金繰入額 2,150

役員退職慰労引当金繰入額 4

退職給付費用 315

賃借料 6,417

減価償却費 1,576

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

賃金・給料・手当他  8,568百万円

賞与引当金繰入額 1,393

役員退職慰労引当金繰入額 4

退職給付費用 292

賃借料 6,537

減価償却費 1,702

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年５月31日現在）

現金及び預金勘定  26,368百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △157

現金及び現金同等物 26,211

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年５月31日現在）

現金及び預金勘定  20,928百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △537

現金及び現金同等物 20,390
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年３月１日　至　

平成22年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  159,439千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  5,349千株

 

３．配当に関する事項

配当金支払額　

 

 

（決議） 

株式の種類
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月27日

定時株主総会 
普通株式 1,155 7.5平成22年２月28日平成22年５月28日利益剰余金

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

　当社グループにおきましては、ホームセンター事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高合計

及び営業利益合計のいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

  

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）

　記載すべき事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）

  記載すべき事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 875.39円 １株当たり純資産額 867.53円

２．１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益 19.07円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 15.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益         

四半期純利益（百万円） 2,938 2,354

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,938 2,354

期中平均株式数（千株） 154,092 154,089

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

　記載すべき事項はありません。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＤＣＭホールディングス株式会社(E03489)

四半期報告書

19/22



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年７月９日

ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 手　塚　仙　夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　田　　　努　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＣＭ Ｊａｐａｎ

ホールディングス株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平

成21年３月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年

５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月９日

ＤＣＭホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 手　塚　仙　夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水　野　博　嗣　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＣＭホールディン

グス株式会社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年３月１

日から平成22年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＤＣＭホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年５月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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